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声明 原発ゼロ・再生可能エネルギーによる全電力供給へ政策転換を求めます 

 

私たちは化学を学んだ者として、2011年の福島第一原子力発電所（以後「福島原発」と略記）の重大

事故以来、毎年3月11日を期して原発の廃止、原発事故の危険性の周知、および、減災のための原子力

災害ハザードマップ（汚染予想マップ）作成を求めてきました[1]。福島原発事故から10年目にあたる今

年、私たちは改めて、①稼働中の全原発の廃止、原発の新・増設と核燃料サイクルの方針の断念、およ

び、②予想される原発事故の危険性の周知と被曝事故の低減のために、運転中・運転停止中にかかわら

ず、ハザードマップの作成を求めます。そして、③福島原発の廃炉の安全で着実な推進と原発事故被曝

者および被災者の救済を求めます。また、④被曝に関する基礎研究への研究費の投下、および、⑤原発

停止と新型原発開発停止によって生じる人的・経済的資源を、省エネルギーと再生可能エネルギーの普

及のための科学・技術（新しい電池の開発、太陽光による炭酸ガス固定と水素発生など環境に優しい科

学）の発展に注入する政策へ転換することを求めます。 

１．この１年間の原発を巡る出来ごと 

（１．１）現況 

 原子力規制委員会が「新規制基準」に適合と判断し稼働を許可した原発は 9 原発 16 基ですが、7 原発

11 基の審査が続いています。営業運転再開をした 5 原発 9 基のうち、2021 年 2 月 5 日現在実際に営業運

転中のものは 3 基、4 月までに営業運転再開予定のものが 2 基となっていて、4 基が定期検査中です。但

し、伊方 3 号機はトラブルのため運転差し止めの仮処分を受けています。上記 16 基のうち 4 基はすでに

運転開始から 41～45 年を経過し、さらに 4 基は運転開始から 35 年以上経過しています[2]。老朽原発の危

険性は以前から指摘されていますが、規制委員会は米国の例にならって 60 年までの稼働延長を打ち出し

ており[3]、地元も経済優先の視点から存続に同意する事態になっています[4]。しかし稼働延長の安全性に

ついての根拠は曖昧で[5]、不安を拭えません[6]。放射性廃棄物の最終処分が未確定のまま、ドローンなど

のテロ攻撃に対する脆弱性を残したまま、また地震国日本の無数の活断層に対する甘い認識を残したま

ま、稼働を続けているのが現状です[7]。 

（１．２）廃炉の困難さがますます明白になりました 

 原子力規制委員会は昨年 10 月の予備調査で、福島原発 2 号機、3 号機の上部にそれぞれ 70 ペタベクレ

ル（7×1015 Bq）、30 ペタベクレル（3×1015 Bq）という膨大な量のセシウム 137（以下 137Cs と表記）が

残っていることを報告しました[8]。これは、事故当時に大気中と水中に揮散した 137Cs の量に比べては

るかに多く、チェルノブイリ原子力発電所事故で放出された 137Cs の総量に匹敵します。これは、溶融

した燃料の取り出しを含む廃炉作業の大きな障害になると見られ[9]、東京電力が昨年 10 月に発表した「廃

炉・汚染水対策の概要」[10]に示されている行程を更に長く困難にするものです。 

（1．３）「地震動が一号機を破壊した懸念（国会事故調報告）」が深まりました 

我が国は地震・噴火等の自然災害が多く、また国土も狭い等、放射性物質汚染に弱く、原発運用には

世界一危険な地理的条件下にあります。私たちは、国の地震調査委員会が今年更新した地震の発生確率

[11]、および昨年発表した南海トラフ沿いの確率論的津波評価[12]に注目しています。さらに木村俊雄氏が

2013年専門誌に発表した「福島原発は地震動により津波到達以前に危機的状況に陥っていた」という論

文[13] が一般誌の記事[14]として表面化し、「新規制基準」がその前提から崩れていると思います。 
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２．WSPEEDI-II を活用したハザードマップの公表と適正な非難計画を求めます 

私たちは 2012 年以来、過酷な被害を生じさせる原発事故に備えて、地域住民に判りやすい形のハザー

ドマップとして公表すること、また併せて、適正な避難準備計画を、現存するすべての原発について策定

することを求めてきました。最近になって、放射性プルームの拡散を予測するためのソースデータ（2015

年）[15]を組み込んだ基本ソフト WSPEEDI-II が開発・改良されました[16,17]。一方で、ホストコンピュー

ターとして現在世界最速のスーパー・コンピューター富岳が開発され、これらの組み合わせによって、季

節による風向きなど気候に応じた放射性プルームの流れを、原発ごとに事故の大きさによってシミュレ

ーションすることが可能になりました。私たちは、現在運転を停止している原発にも大量の核燃料（使用

済を含む）が保管されていることを考えあわせ、運転中・運転停止中にかかわらず、すべての原発につい

て状況に即応したハザードマップ作成と避難経路提示の準備を進めることを求めます。また、避難方法・

被曝検査方法を科学的に見直すよう求めます。 

３．被曝者対策の透明化と被曝者の救済を求めます 

有志声明6[1]では、甲状腺被曝に関する福島県県民健康調査に言及しました。その結果は事故による被

曝が福島県で深刻であることを示しています。私たちは、引き続き甲状腺被爆の科学的調査を実施し、

被爆の真相を歴史に残し、また被曝者の救済を実施することが、重大原発事故を起こした国の責任であ

ると考えます。 

４．核放射性物質汚染対策 

（４．１）野積みされている汚染廃棄物の早急な隔離・貯蔵を求めます 

私たちは2017年の有志声明6[1]のなかで、福島原発事故により、広範囲の国土が汚染され、除染作業に

より取り除かれた表土や草木等の汚染廃棄物がフレコンバッグに詰められ野積されていることを指摘し

ました。しかし、環境省直轄除染地域では2021年2月5日時点で「仮置き場等」は1371個所、そのうち380

個所で汚染土壌等を保管中、搬出完了したものは991個所、原状回復されたものは664個所にとどまって

います[18]。フレコンバッグの寿命は約10年です。改めて早急に安全な隔離・貯蔵に移行することを求め

ます。 

（４．２）トリチウム汚染水の安易な放出に反対します 

福島原発敷地内には所謂トリチウム汚染水（多核種除去汚染水：トリチウム以外の放射性同位体が未だ

規制値以上に含まれているケースがある[19]）を収容するタンクが林立し、東京電力によれば新たなタン

クの建設用地の確保も限界に達しています。2021年1月現在、汚染水の貯蔵量は約124.3万m3（トリチウム

濃度：約100万Bq/L、トリチウム量：約1000兆Bq超）です。これは現有のタンク容量137万m3の90％超で

す。汚染水の新規発生量が減ってきたとはいえ、2022年の秋には処理水タンクは満杯になると予想されま

す[20]。そのため、一昨年1月3日に開かれた経済産業省の第17回「多核種除去設備等処理水の取扱いに関

する小委員会」は、現在のわが国の基準（6万Bq/L）を下回る形で海に放出する方法と蒸発させて大気中

に放出する方法が現実的な選択肢であると報告しました[21，22]。一方、IAEA はトリチウム以外の同位体

の除去を規制値以下にしてから海へ放流すべきと勧告しています[23]。 

体外に排出されやすいとされるトリチウムも、植物が光合成などによって有機物と結合したトリチウ

ムに姿を変えると安定同位体である水素との交換が遅くなり、内部被曝の危険度が増すと思われます。

しかしトリチウムの内部被曝の安全性に関して科学的評価が定まっていないのが現状です。海水中の植
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物プランクトンや海藻も光合成により無機トリチウムを有機化するすることは知られており、食物連鎖

を通してこれらを食べる生き物、そして最終的に人に濃集される可能性が生じますが、このプロセスも

科学的にほとんど解明されていません[24]。これが世界各国で規制値が二桁以上大きくばらついている原

因です[25]。 

トリチウムの海洋や大気中等環境中への放出は風評被害への懸念が大きい現在、同意できません。新た

に発生する汚染水量が減少しつつある現状を考えれば、当面は福島原発内の空き地や汚染土壌等の中間

貯蔵施設用に確保した敷地を利用して、原油備蓄で実績のある10万ｋL 級の大型タンクの新設など、よ

り安全で確実な貯蔵法・処分法[26]への移行を検討することを求めます。また6万Bq/Lという放出基準の安

全性について、科学的検討を加えることを求めます。そのため、先に述べた甲状腺被曝検証を併せて、被

曝に関する基礎研究への研究費の投下を求めます。 

 

５．再生可能エネルギーによる電力供給へ政策転換を求めます 

 世界では再生可能エネルギー利用の動きが大きくなっています。福島原発事故後いち早く脱原発にか

じを切り、2022年原発ゼロを目指すドイツでは、再生可能エネルギー（太陽光や風力、水力、バイオマ

ス）の比率が昨年46%に達し化石燃料（40%）を上回りました[27]。一方、原発の建設と運用のために国が

高額な補助金を立地自治体および電力会社へ支出し、自治体の公正な運営を脅かして来た日本では、原

発マネーの還流疑惑が表面化しました。同時に官民挙げて原発と石炭火力依存のエネルギー基本計画に

固執した結果、世界の潮流から大幅に遅れ、再生可能エネルギーに関する国際競争力を失いつつありま

す。また地球温暖化が現実の脅威となって来た今日、温暖化を加速する炭酸ガスの排出を削減する国際

的世論はますます強まっています。 

我が国の再生可能エネルギー利用への取り組みは諸外国に比べて遅く、昨年になってようやく経産省

は2050年の再生可能エネルギーの割合50％を目安とする目標を掲げました[28]。一方、2016年4月に始まっ

た低圧電力も含む電力の小売りの全面自由化と2019年に始まったベースロード[29]市場の開設により、再

生可能エネルギーを重視する新規参入小売電気事業者（新電力）の参入が促進されるようになり、電力供

給の独占的な状態を解消し、競争環境の健全化が期待されるようになりましたが、炭酸ガス排出抑制の

掛け声の下、依然として原発重視の姿勢は変わっていません。また最近、アンモニア燃焼火力発電の可能

性が急速に浮上して来ていますが[30]、アンモニア合成に化石燃料由来の水素ガスを用いる限り、炭酸ガ

ス排出問題に変わりがありません。太陽光を用いた水素ガス製造ならこの問題は回避できます。一日も

早く再生可能エネルギー利用へ政策転換を求めます。 

 

私たちは原発の再稼働に反対し、稼動中のすべての原発の停止を求めます。 

2021年3 月11 日  

昭和43年東京大学理学部化学科卒業生有志 

有志氏名（順不同）：今成啓子、大石茂郎、尾島 巌、栗原春樹、桜木雅子、添田瑞夫、高井 誠、坂内悦子、山田耕一、

山村剛士、吉田 隆 
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